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◆
少

子
化

の
影

響
に

よ
り、

毎
年

約
47

0校
程

度
、廃

校
が

発
生

（
【図

１
】）

。

毎
年

約
47

0校
。

H3
0年

度
時

点
で

7,
58

3校
が

廃
校

に
。

(平
成

14
～

29
年

度
累

計
)

【図
１

】
公

立
学

校
の

年
度

別
廃

校
発

生
数

（
平

成
14

年
度

～
平

成
29

年
度

）

出
典

：
平

成
30

年
度

廃
校

施
設

等
活

用
状

況
実

態
調

査
（

文
部

科
学

省
）

廃
校

の
発

生
状

況
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◆
廃

校
施

設
の

うち
8割

弱
は

、社
会

体
育

施
設

、
社

会
教

育
施

設
、企

業
や

法
人

等
の

施
設

、体
験

交
流

施
設

等
、何

らか
に

活
用

され
て

い
る

（
【図

２
】）

。

【図
２

】
廃

校
の

活
用

状
況

出
典

：
平

成
30

年
度

廃
校

施
設

等
活

用
状

況
実

態
調

査
（

文
部

科
学

省
）

主
な

活
用

用
途

廃
校

の
活

用
状

況

2

◆
一

方
、廃

校
施

設
の

うち
1,

29
5校

に
つ

い
て

は
、ま

った
く活

用
され

ず
に

放
置

され
て

お
り、

その
維

持
管

理
費

等
が

、自
治

体
に

とっ
て

は
負

担
と

な
って

い
る

（
【図

２
】）

。
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出
典

：
平

成
30

年
度

廃
校

施
設

等
活

用
状

況
実

態
調

査
（

文
部

科
学

省
）

◆
活

用
用

途
が

決
ま

って
い

な
い

1,
29

5校
に

つ
い

て
は

、「
地

域
か

らの
要

望
が

な
い

」「
施

設
が

老
朽

化
して

い
る

」等
の

理
由

が
あ

る
（

【図
３

】）
。

【図
３

】
活

用
の

用
途

が
決

まっ
て

い
な

い
理

由

廃
校

の
活

用
状

況
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◆
自

治
体

の
約

８
割

が
公

募
を

行
って

お
らず

、約
半

分
が

意
向

聴
取

も
行

って
い

な
い

（
【図

４
】）

。
【図

４
】

公
募

・意
向

聴
取

の
状

況

廃
校

の
活

用
状

況

4
出

典
：

平
成

30
年

度
廃

校
施

設
等

活
用

状
況

実
態

調
査

（
文

部
科

学
省

）
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○
自

治
体

に
お

い
て

廃
校

施
設

の
活

用
用

途
が

決
ま

って
い

な
い

理
由

とし
て

、「
施

設
の

老
朽

化
」「

立
地

条
件

の
悪

さ」
「財

源
が

確
保

で
き

な
い

」等
の

理
由

が
あ

る
。

↓
○

全
国

各
地

の
廃

校
活

用
事

例
や

、転
用

施
設

の
改

修
に

対
す

る
国

庫
補

助
制

度
に

つ
い

て
、文

部
科

学
省

か
ら情

報
提

供
す

る
こと

で
、自

治
体

に
廃

校
活

用
に

つ
い

て
積

極
的

に
検

討
して

い
た

だ
け

る
よ

うに
す

る
。

①
自
治
体
側
へ
の
廃
校
活
用
に
関
す
る
情
報
提
供

○
自

治
体

単
独

で
は

、廃
校

施
設

を
活

用
した

い
企

業
等

へ
の

PR
に

限
界

が
あ

る
。

↓
○

文
部

科
学

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
に

お
い

て
、全

国
に

活
用

を
募

集
す

る
廃

校
施

設
等

に
関

して
の

情
報

を
掲

載
し、

広
く全

国
の

民
間

企
業

等
に

周
知

す
る

。

②
活
用
希
望
企
業
等
との
マ
ッチ
ン
グ

文
部
科
学
省
「み
ん
な
の
廃
校
プ
ロ
ジ
ェク
ト
」

廃
校

の
活

用
状

況

5
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H
Pで
全
国
の
廃
校
情
報
を
紹
介

文
部

科
学

省
分

散
して

い
る

廃
校

の
情

報
を

集
約

全
国

の
廃

校
の

公
募

情
報

を
網

羅
的

に
紹

介

廃
校

情
報

・竣
工

年
・面

積
・立

地
条

件
・貸

与
・譲

渡
条

件
・連

絡
先

等

地
方

公
共

団
体

・民
間

企
業

・N
PO

法
人

・保
育

所
・児

童
福

祉
施

設
・老

人
福

祉
施

設
等

活
用

希
望

者

個
別

の
廃

校
の

情
報

提
供

・公
募

活
用

の
相

談
・応

募

マ
ッチ
ン
グみ
ん
な
の
廃
校
プ
ロ
ジ
ェク
ト

廃
校

施
設

の
活

用
事

例
集

を作
成

。

①
廃
校
施
設
活
用
事
例
集

～
未
来
に
つ
な
ご
う～

み
ん
な
の
廃
校
プ
ロ
ジ
ェク
ト

②
み
ん
な
の
廃
校
プ
ロ
ジ
ェク
ト

廃
校
施
設
の
有
効
活
用

－
企
業
活
用
編
－

施
設

の
基

本
情

報
や

、外
観

写
真

、
平

面
図

等
の

情
報

を網
羅

的
に

掲
載

。

文
部

科
学

省
で

は
、廃

校
活

用
推

進
の

た
め

、全
国

各
地

の
優

れ
た

活
用

事
例

の
紹

介
や

、活
用

希
望

廃
校

情
報

の
公

表
等

を
通

じて
、廃

校
を

「使
って

ほ
しい

」自
治

体
と、

廃
校

を
「使

い
た

い
」企

業
等

との
マ

ッチ
ン

グ
を

行
って

い
ま

す
。

①
②
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「学
校
」が
生
ま
れ
変
わ
り、
地
域
が
元
気
に
！

～
熊
本
県
菊
池
市
の
廃
校
活
用
事
例
-酒
蔵
と体
験
型
宿
泊
施
設
-～

【酒
蔵

】
良

質
な

水
と米

を
調

達
で

き
る

場
所

を
探

して
い

た
㈱

美
少

年
か

ら要
望

を受
け

、市
及

び
活

用
検

討
委

員
会

で
協

議
し実

現
。

【体
験

型
交

流
宿

泊
施

設
】

次
世

代
を担

う子
供

た
ち

の
将

来
を考

え
「よ

りよ
い

教
育

環
境

を
提

供
す

る
」と

い
う観

点
か

ら、
市

と利
用

促
進

協
議

会
で

検
討

し、
「き

くち
ふ

る
さと

交
流

館
」と

して
の

活
用

を実
現

。（
地

域
住

民
が

中
心

の
NP

O
法

人
が

指
定

管
理

者
とし

て
管

理
運

営
。）

※
 H

15
・1

7「
や

す
らぎ

空
間

整
備

事
業

」補
助

金
（

農
林

水
産

省
）

経 緯

自
治

体
側

の
メリ

ット
活

用
事

業
者

側
の

メリ
ット

自
治

体
に

お
け

る
収

益
等

の
メリ

ット
地

域
活

性
化

に
関

す
る

メリ
ット

◆
廃

校
施

設
の

売
却

益
（

酒
蔵

：
約

3,
60

0万
円

）
◆

雇
用

創
出

に
よる

経
済

効
果

・酒
蔵

：
常

勤
7名

・体
験

型
宿

泊
施

設
：

常
勤

4名
・非

常
勤

7名
◆

本
来

か
か

る
廃

校
の

維
持

管
理

費
の

減
・酒

蔵
・体

験
型

宿
泊

施
設

：
各

20
0万

円
/年

◆
観

光
客

増
加

に
よる

経
済

効
果

等
・酒

蔵
：

地
域

で
開

催
の

新
酒

まつ
りや

工
場

内
の

売
店

に
も

多
数

の
来

場
者

。
・体

験
型

宿
泊

施
設

：
12

,0
00

名
/年

（
うち

1,
70

0名
宿

泊
）

※
平

成
28

年
度

◆
同

規
模

建
物

等
を新

築
す

る
より

も
安

価
な

改
修

費
用

に
より

事
業

開
始

が
可

能
。

（
例

：
酒

蔵
）

・同
規

模
建

物
等

を新
築

す
る

場
合

に
か

か
る

経
費

＝
約

3億
1千

万
円

・改
修

費
用

＝
約

2億
5千

万
円

※
 約

1/
1.

2の
経

費
で

事
業

開
始

◆
同

程
度

面
積

の
教

室
に

分
か

れ
て

い
る

た
め

、
宿

泊
施

設
等

に
利

用
しや

す
い

。

地
域

の
食

材
を

使
った

食
事

を
提

供
す

る
食

堂
。

冷
暖

房
完

備
の

寝
室

。

旧
水

源
小

学
校

を
㈱

美
少

年
の

酒
蔵

に
活

用

旧
菊

池
東

中
学

校
を

「き
くち

ふ
る

さと
交

流
館

」に
活

用

7
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「学
校
」が
生
ま
れ
変
わ
り、
地
域
が
元
気
に
！

～
茨
城
県
行
方
市
の
廃
校
活
用
事
例
-さ
つ
ま
い
も
の
テ
ー
マ
パ
ー
ク
-～

【企
業

】
行

方
産

の
サ

ツマ
イモ

を
加

工
・販

売
して

い
た

企
業

が
、行

方
市

へ
の

工
場

進
出

を
進

め
て

い
た

。
【行

方
市

】
小

中
学

校
の

統
廃

合
を

進
め

て
い

た
とこ

ろ
、市

主
催

の
説

明
会

で
学

校
跡

地
を利

用
した

農
業

活
性

化
ビジ

ョン
に

地
元

の
理

解
を

得
て

、売
却

が
決

定
。「

な
め

が
た

ファ
ー

マー
ズ

ヴ
ィレ

ッジ
」と

して
の

運
営

開
始

。
※

 H
25

「6
次

産
業

化
推

進
事

業
（

連
携

施
設

整
備

事
業

）
」補

助
金

（
農

林
水

産
省

）

経 緯

自
治

体
側

の
メリ

ット
活

用
事

業
者

側
の

メリ
ット

自
治

体
に

お
け

る
収

益
等

の
メリ

ット
地

域
活

性
化

に
関

す
る

メリ
ット

◆
廃

校
施

設
の

売
却

益
（

約
1,

12
2万

円
）

◆
雇

用
創

出
に

よる
経

済
効

果
常

勤
10

0名
超

◆
本

来
か

か
る

廃
校

施
設

の
維

持
管

理
費

の
減

67
万

2,
00

0円
/年

◆
観

光
客

増
加

に
よる

経
済

効
果

等
約

21
万

5,
00

0人
/年

（
うち

観
光

客
：

約
17

万
5,

00
0人

/年
）

・は
とバ

ス
コー

ス
に

な
る

等
、観

光
客

に
人

気
。

観
光

客
の

うち
6割

が
リピ

ー
ター

に
。

（
視

察
等

：
約

4万
人

/年
）

・全
国

市
町

村
（

教
育

委
員

会
、農

林
水

産
関

係
や

商
工

観
光

関
係

、議
会

等
）

※
工

場
・商

業
施

設
で

年
間

14
億

円
の

収
入

◆
同

規
模

建
物

等
を新

築
す

る
より

も
安

価
な

改
修

費
用

に
より

事
業

開
始

が
可

能
。

・同
規

模
建

物
等

を新
築

す
る

場
合

に
か

か
る

経
費

＝
約

40
億

円
・改

修
費

用
＝

約
22

億
円

（
その

ほ
か

、設
備

関
係

費
で

14
億

円
（

工
場

：
12

億
円

、商
業

施
設

：
2億

円
）

）
※

 約
半

分
弱

の
経

費
で

事
業

開
始

旧
大

和
第

三
小

学
校

を
さつ

まい
も

の
テ

ー
マパ

ー
ク「

な
め

が
た

ファ
ー

マー
ズ

ヴ
ィレ

ッジ
」に

活
用

現
在

も
、校

門
跡

に
は

「行
方

市
立

大
和

第
三

小
学

校
」と

い
う文

字
が

あ
る

。
教

室
を

、さ
つ

ま
い

も
の

歴
史

な
どを

学
ぶ

こと
の

で
き

る
展

示
室

に
改

装
。

「焼
き

右
衛

門
」が

ミュ
ー

ジ
ア

ム
を

案
内

。
8
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余
裕

教
室

の
状

況
（

公
立

小
中

学
校

等
）

１
）
余
裕
教
室
（
公
立
小
・
中
学
校
・
義
務
教
育
学
校
）
の
数
（
平
成
２
９
年
５
月
１
日
現
在
）

２
）
余
裕
教
室
の
活
用
状
況

※
本

調
査

に
お

け
る

「余
裕

教
室

」と
は

、現
在

は
普

通
教

室
とし

て
使

用
され

て
い

な
い

教
室

の
うち

、当
該

学
校

の
学

区
域

に
現

に
居

住
す

る
児

童
等

の
人

口
を鑑

み
て

、
今

後
5年

間
以

内
に

、普
通

教
室

とし
て

使
用

され
る

こと
が

な
い

と考
え

られ
る

教
室

。

○
余

裕
教

室
80

,4
14

室
の

うち
、7

9,
21

6室
（

約
98

.5
%

）
が

活
用

され
て

お
り、

1,
19

8室
（

約
1.

5%
）

が
未

活
用

で
あ

る
。

○
活

用
され

て
い

る
余

裕
教

室
79

,2
16

室
の

うち
、

75
,8

17
室

（
約

95
.7

％
）

が
当

該
学

校
施

設
とし

て
、

19
5室

（
約

0.
2%

）
が

他
の

学
校

施
設

とし
て

、
3,

20
4室

（
約

4.
0%

）
が

学
校

施
設

以
外

の
施

設
とし

て
活

用
され

て
い

る
。

○
学

校
施

設
以

外
の

施
設

とし
て

活
用

して
い

る
余

裕
教

室
3,

20
4室

は
、地

域
の

実
情

や
ニー

ズ
に

合
わ

せ
て

活
用

され
て

い
る

。

79
,2

16
室

98
.5

%

1,
19

8室
, 

1.
5%

活
用

され
て

い
る

余
裕

教
室

数

未
活

用
の

余
裕

教
室

数

75
,8

17
室

95
.7

%

19
5室

, 
0.

2%
3,

20
4室

, 
4.

0%
当

該
学

校
施

設
とし

て
活

用

他
の

学
校

施
設

とし
て

活
用

学
校

施
設

以
外

に
活

用

2,
15

2室
67

.2
%

24
2室

, 7
.6

%

81
室

, 2
.5

%
44

室
, 1

.4
%

13
7室

, 4
.3

%
26

0室
, 8

.1
%

45
室

, 1
.4

%
24

3室
, 7

.6
%

放
課

後
児

童
クラ

ブ
放

課
後

子
供

教
室

保
育

施
設

児
童

館
等

の
児

童
福

祉
施

設
社

会
教

育
施

設
等

地
域

防
災

用
備

蓄
倉

庫
老

人
福

祉
施

設
その

他

9
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小
中

学
校

等
の

余
裕

教
室

等
を

活
用

した
保

育
所

等
の

整
備

に
つ

い
て

【待
機
児
童
の
現
状
】

○
平

成
30

年
4月

１
日

現
在

、待
機

児
童

数
は

19
,8

95
人

で
前

年
比

6,
18

6人
の

減
少

とな
った

が
、依

然
とし

て
待

機
児

童
の

解
消

は
政

府
の

最
重

要
の

課
題

○
一

方
、平

成
29

年
6月

、政
府

は
「子

育
て

安
心

プ
ラン

」を
発

表
~

 2
02

0年
度

末
ま

で
に

全
国

の
待

機
児

童
を

解
消

す
る

とと
も

に
、女

性
の

就
業

率
8割

に
対

応
で

き
る

保
育

の
受

け
皿

を
確

保
す

る
た

め
、3

2万
人

分
の

保
育

の
受

け
皿

を
整

備
~

○
待

機
児

童
の

70
.0

％
は

都
市

部
に

集
中

して
お

り、
保
育
所
整
備
の
土
地
の
確
保
が
困
難

↓
余
裕
教
室
等
の
既
存
施
設
の
有
効
活
用
が
重
要
とな
る

【余
裕
教
室
等
の
保
育
所
へ
の
活
用
状
況
】

○
小

学
校

75
室

、中
学

校
6室

の
合

計
81

室
の

余
裕

教
室

（
平

成
29

年
5月

1日
現

在
）

、5
9件

の
廃

校
施

設
(校

舎
)（

平
成

30
年

5月
1日

現
在

）
が

保
育

所
とし

て
活

用
され

て
い

る
。

○
文

部
科

学
省

は
平

成
31

年
1月

31
日

、小
学

校
の余

裕
教

室
等

の保
育

所
への

活
用

にあ
たり

、児
童

福
祉

部
局

と連
携

・協
力

す
る

よ
う各

都
道

府
県

教
育

委
員

会
に

依
頼

文
書

を
発

出
↓

余
裕
教
室
等
を
活
用
した
保
育
所
整
備
に
つ
い
て
、教
育
委
員
会
か
ら

相
談
が
あ
った
場
合
は
、積
極
的
に
対
応
して
い
た
だ
くよ
うお
願
い
い
た
しま
す

10
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小
中

学
校

等
の

余
裕

教
室

等
を

活
用

した
放

課
後

児
童

クラ
ブ

の
整

備
に

つ
い

て
【「
新
・放
課
後
子
ども
総
合
プ
ラ
ン
」（
20
18
.9
.1
4策
定
）
】

＜
全

体
の

目
標

＞
○

全
て

の
小

学
校

区
で

、放
課

後
児

童
クラ

ブ
及

び
放

課
後

子
供

教
室

事
業

を
一

体
的

に
又

は
連

携
し

て
実

施
し、

うち
小
学
校
内
で
一
体
型
とし
て
1万
箇
所
以
上
で
実
施
す
る
こと

を
目

指
す

。
○

両
事

業
を
新
た
に
整
備
等
す
る
場
合
に
は
、学
校
施
設
を
徹
底
的
に
活
用
す
る
こと

とし
、新
た
に
開

設
す
る
放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
の
約
80
%
を
小
学
校
内
で
実
施
す
る
こと

を
目

指
す

。
等

＜
余

裕
教

室
等

を
放

課
後

児
童

クラ
ブ

に
活

用
す

る
に

当
た

って
＞

○
小

中
学

校
等

の
余

裕
教

室
を

放
課

後
児

童
クラ

ブ
に

活
用

す
る

に
あ

た
って

は
、原

則
とし

て
財

産
処

分
手

続
が

必
要

とな
る

も
の

の
、

特
別

教
室

等
を

、放
課
後
等
に
お
い
て
一
時
的
に

学
校

教
育

以
外

の
用

途
に

活
用

す
る

場
合

→
手

続
不

要
余

裕
教

室
を

、1
年
以
内
に
限
定

して
、放

課
後

児
童

クラ
ブ

専
用

室
とし

て
活

用
す

る
場

合
→

手
続

不
要

等
、財

産
処

分
手

続
を

大
幅

に
弾

力
化

・簡
素

化
して

い
る

。
↓

児
童
生
徒
の
放
課
後
の
居
場
所
づ
くり
に
つ
い
て
、

学
校
施
設
の
積
極
的
な
活
用
の
検
討
を
お
願
い
い
た
しま
す
。

11
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12

（
参

考
）

余
裕

教
室

の
活

用
事

例

石
川
県
七
尾
市
能
登
島
小
学
校

室
内

相
撲

場

大
阪
府
豊
中
市
豊
島
小
学
校

保
育

所て
し

ま

放
課

後
こど

も
ｸﾗ

ﾌﾞ

保
育

園

普
 通

教
 室

普
 通

教
 室

普
 通

教
 室

普
 通

教
 室

駅
よ

り徒
歩

5分
以

内
に

所
在

。
平

成
14

年
度

、約
6,

70
0万

円
を

か
け

て
、

1階
3室

(2
85

㎡
)を

転
用

。
「少

子
化

対
策

臨
時

特
例

交
付

金
」（

厚
生

労
働

省
）

を
活

用
。

専
用

出
入

口
を

設
置

し、
児

童
に

配
慮

した
動

線
を

確
保

した
。

転
用

前
転

用
後

普
通
教
室

普
通
教
室

普
通
教
室

普
通
教
室

売 店

昇
降
口

（
低
学
年
）

普
通
教
室

普
通
教
室

普
通
教
室

シ
ャ
ワ
ー
室

専
用
出
入
口資
料
室プ
レ
イ
ル
ー
ム

相
撲
場

転
用

前
転

用
後

も
とよ

り相
撲

が
盛

ん
な

地
域

で
あ

り、
地

域
か

ら、
屋

内
相

撲
場

の
整

備
要

望
が

あ
った

。
平

成
13

年
度

、約
27

9万
円

を
か

け
て

、
1階

1室
(8

4㎡
)を

転
用

。
専

用
出

入
口

を
設

置
し、

学
校

と相
撲

場
が

それ
ぞ

れ
独

立
した

施
設

とし
て

運
営

す
る

こと
が

可
能

。

の
と

じ
ま

余
裕

教
室

の
活

用
事

例
集

を
作

成
し、

文
部

科
学

省
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
で

公
表

して
い

ま
す

の
で

、ご
参

照
くだ

さい
。

－500－



1
3

2
0
1
9
年
度

（
参
考
）
廃
校
施
設
・
余
裕
教
室
の
活
用
に
あ
た
り
利
用
可
能
な
補
助
制
度

廃
校

余
裕
教
室

地
域
ス
ポ
ー
ツ
施
設

ス
ポ
ー
ツ
振
興
く
じ
助
成

（
地
域
ス
ポ
ー
ツ
施
設
整
備
助
成
）

ス
ポ
ー
ツ
庁

（独
）
日
本
ス
ポ
ー
ツ
振
興
セ
ン
タ
ー
ス
ポ
ー
ツ
振
興
事
業
部
支
援

第
二
課
施
設
整
備
支
援
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
６
８
０
４
－
３
１
２
０

○
×

埋
蔵
文
化
財
の
公
開
及
び
整
理
・
収
蔵
等
を
行
う
た
め
の

設
備
整
備
事
業

地
域
の
特
色
あ
る
埋
蔵
文
化
財
活
用
事
業

（
国
宝
重
要
文
化
財
等
保
存
・
活
用
事
業
費
補
助
金
）

文
化
庁

文
化
財
部
文
化
資
源
活
用
課
支
援
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
４
１
１
１

（内
線
２
８
３
４
）

○
×

児
童
福
祉
施
設
等

（
保
育
所
を
除
く
）

次
世
代
育
成
支
援
対
策
施
設
整
備
交
付
金

厚
生
労
働
省

○
○

子
育
て
支
援
対
策
臨
時
特
例
交
付
金

（
安
心
こ
ど
も
基
金
）

○
○

保
育
所
等
整
備
交
付
金

○
○

保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

子
ど
も
家
庭
局
保
育
課
予
算
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
８
３
７
）

○
○

子
育
て
支
援
対
策
臨
時
特
例
交
付
金

（
安
心
こ
ど
も
基
金
）

○
○

保
育
所
等
整
備
交
付
金

○
○

保
育
対
策
総
合
支
援
事
業
費
補
助
金

子
ど
も
家
庭
局
保
育
課
予
算
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
８
３
７
）

○
○

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ

放
課
後
子
ど
も
環
境
整
備
事
業

厚
生
労
働
省

子
ど
も
家
庭
局
保
育
課
（子
育
て
支
援
課
）
健
全
育
成
推
進
室

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
８
４
５
、
４
９
６
６
）

○
○

障
害
者
施
設
等

社
会
福
祉
施
設
等
施
設
整
備
費
補
助
金

厚
生
労
働
省

社
会
・援
護
局
障
害
保
健
福
祉
部

障
害
福
祉
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
３
０
３
５
）

○
○

認
定
こ
ど
も
園
施
設
整
備
交
付
金

文
部
科
学
省

初
等
中
等
教
育
局
幼
児
教
育
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
４
１
１
１

（内
線
３
１
３
８
）

○
○

保
育
所
等
整
備
交
付
金

厚
生
労
働
省

子
ど
も
家
庭
局
子
育
て
支
援
課
施
設
調
整
等
業
務
室
調
整
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
９
６
０
）

○
○

子
育
て
支
援
対
策
臨
時
特
例
交
付
金

（
安
心
こ
ど
も
基
金
）

文
部
科
学
省

厚
生
労
働
省

上
記
と
同
様

○
○

対
象
と
な
る
転
用
施
設
等

事
業
名

所
管
官
庁

転
用
前
施
設

子
ど
も
家
庭
局
子
育
て
支
援
課
施
設
調
整
等
業
務
室
調
整
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
９
６
０
）

保
育
所
等

厚
生
労
働
省

小
規
模
保
育
事
業
所
等

厚
生
労
働
省

子
ど
も
家
庭
局
子
育
て
支
援
課
施
設
調
整
等
業
務
室
調
整
係

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：０
３
－
５
２
５
３
－
１
１
１
１

（内
線
４
９
６
０
）

私
立
認
定
こ
ど
も
園

－501－



1
4

（
参
考
）
廃
校
施
設
・
余
裕
教
室
の
活
用
に
あ
た
り
利
用
可
能
な
補
助
制
度

廃
校

余
裕
教
室

地
域
間
交
流
・
地
域
振
興
を
図
る
た
め
の
生
産
加
工
施

設
、
農
林
漁
業
等
体
験
施
設
、
地
域
芸
能
・
文
化
体
験
施

設
等

（
過
疎
地
域
の
廃
校
舎
等
の
遊
休
施
設
を
改
修
す
る
費

用
が
対
象
）

過
疎
地
域
等
自
立
活
性
化
推
進
交
付
金

（
過
疎
地
域
遊
休
施
設
再
整
備
事
業
）

総
務
省

自
治
行
政
局
過
疎
対
策
室

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
５
２
５
３
－
５
１
１
１

（
内
線
５
５
３
６
）

○
×

①
農
山
漁
村
振
興
交
付
金
（
農
泊
推
進
対
策
）

①
農
村
振
興
局
農
村
政
策
部
都
市
農
村
交
流
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
３
５
０
２
－
８
１
１
１

（
内
線
５
４
５
１
）

○
×

②
農
山
漁
村
振
興
交
付
金
（
農
山
漁
村
活
性
化
整
備
対
策
）

②
農
村
振
興
局
整
備
部
地
域
整
備
課

（
内
線
３
０
９
８
）

○
×

交
流
施
設
等
の
公
共
施
設

林
業
成
長
産
業
化
総
合
対
策
の
う
ち

林
業
・
木
材
産
業
成
長
産
業
化
促
進
対
策

（
木
造
公
共
建
築
物
等
の
整
備
）

林
野
庁

林
政
部
木
材
利
用
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
３
５
０
２
－
８
１
１
１

（
内
線
６
１
２
７
）

○
○

都
市
再
生
整
備
計
画
に
位
置
付
け
ら
れ
た
ま
ち
づ
く
り
に

必
要
な
施
設

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
都
市
再
生
整
備
計
画
事
業
）

国
土
交
通
省

都
市
局
市
街
地
整
備
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
５
２
５
３
－
８
１
１
１

（
内
線
３
２
７
６
３
）

○
○

空
家
等
対
策
計
画
策
定
済
み
、
ま
た
は
空
き
家
住
宅
等

の
集
積
が
居
住
環
境
を
阻
害
し
、
又
は
地
域
活
性
化
を

阻
害
し
て
い
る
区
域
に
お
い
て
、
居
住
環
境
の
整
備
改
善

に
必
要
と
な
る
宿
泊
施
設
、
交
流
施
設
、
体
験
学
習
施

設
、
創
作
活
動
施
設
、
文
化
施
設
等

社
会
資
本
整
備
総
合
交
付
金

（
空
き
家
再
生
等
推
進
事
業
）

国
土
交
通
省

住
宅
局
住
宅
総
合
整
備
課
住
環
境
整
備
室

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
５
２
５
３
－
８
１
１
１

（
内
線
３
９
３
９
４
）

○
×

基
幹
集
落
に
暮
ら
し
の
安
心
を
支
え
る
複
数
の
生
活

サ
ー
ビ
ス
や
地
域
活
動
の
場
を
集
め
た
「
小
さ
な
拠
点
」

の
形
成
推
進
に
必
要
な
施
設

「
小
さ
な
拠
点
」
を
核
と
し
た
「
ふ
る
さ
と
集
落
生
活
圏
」
形
成
推
進

事
業

国
土
交
通
省

国
土
政
策
局
地
方
振
興
課

Ｔ
Ｅ
Ｌ
：
０
３
－
５
２
５
３
－
８
１
１
１

（
内
線
２
９
５
４
３
）

○
○

「
地
方
版
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
総
合
戦
略
」
に
位
置
づ

け
ら
れ
、
地
域
再
生
法
に
基
づ
く
地
域
再
生
計
画
に
認
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ま
れ
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も
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総
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概
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／
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、
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山
漁
村
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け
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得
の
向
上
や
雇
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の
増
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に
結
び
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け
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組
に
必
要
な
施
設
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